
男」言ロ
第 1号様式 (第H条 、第18条、第14条関係)

ク″θ

( 新規 )事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書

にあっては 十 た

市堺区戎島町4丁“5番地ユ
ボルタスセンタービル

特定事業者の

主たる業種

ボウリング場及びアミューズメント施設の運営

該当する事実

者要件
v京 都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギ

ー使用事業者 (原的に換

算して11500キロリットル以上))                  '

i 京 都府地球温暖化対策条例施行規貝」第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又

はパス100台以上/タ クシ
ー150台以上/鉄 道草「Ⅲ150問以上)

! 京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第 4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事

業者 (二酸化炭素に換算して31000トン以上))

計 画  期  間 平成 1 8  年 4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針 運営状況を見L L f ことにより、電気使用量の5 % 削減を目指す

推 進 体 制 店舗責任者により運営状況を確認 ・計画を策定し、全従業員が確認する体制を構築

年度ことの共
体的な取孫に及
び措置

年 度 設 備  対 象 、 工 群 害 科 画  内  容

1 照 明 は師エリアⅢの"〔ⅢⅢ点ナr時間を見Flし 電 気■加とを,J減する

1 空調機 店飾エリア毎の々胡機赳転時間を兄にし 電 気機別堂をおJ成する

温室効共ガス

の排出☆等 排出区分
基準年度 (笑預'

(17)年 度
(二蔵化炭ネ強第 (t))

日棋年度 (計回'

( 1 9 )年 度
〈二酸化炭来換第 (1))

自」切 準

(計画 )
(%)

A事 業所等排出区分 3262 504 t 3099 43rs t 50%

B輸 送草 hJ排出区分 t t %

Cそ の他排出区分 t t %

排出合冨| →1              3282 564 t ・ク     3099435t -50 %

その他の把塚
温暖化対策に
よる温宣効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

取 境 等 (=酸 化炭素換算 (t

森林の保全及び整備 く整備nni和) (吸収豊) t

府内産の木材の利用 て利用量) n3' (ll減堂) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

〈売電豊) kwh (削減堂) t

(終快陥量) 〈削減豊) t

グリーン電力の購入 ては人三) (rll波望) t

削減主等合計 Ⅲ3               0 0  t

差 引排 出畳

(排出合剖―トリ渡奪合計)

基準年度 は 績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

Ⅲ 】 3262564t “り
‐44    3099435t -50%

特 記  事  項 人的な行r里だけではなく、機械によリエリア毎に暉
の導入を検討しております。  … 1! i

明点灯時間と4調 機運転時間を設定し、ON/OFFで きる仕孫Hみ

連  絡   先 担  当   部   署

担 当 者 氏 名

住 所

電  話   番   号

フ ァ ク シ ミ リ番 号

注 1核 ■する□には、 レ印を記入してください。中定事業者】メ外で白=参加さ打る事韓者の方は レ印の記人は不要ですど

2 r)【半年度」とは計画期間の前年度を 「H棟年度」とは剖回剣問の最終年度をいいます。

3「 事業所守排日本分」とは 水拓付内の事業所等の事業活151のたりのエネルギ
ーの使用に1'い'SiするHHni 例ヽ ガスを r的 とヽ両lpr出に分J

とは 白IllⅢ迎送事業者については使用の本拠の竹世を京都lf内とする市両の排出するvHn■効火ガスを 弘道事業者については供行する1ヤ物市

両kは旅客→両の41出する温i効火ガスを 「そのlLjl出Ⅲズ分」とは 上記以外の京都ll内における事業所等の事業lfHIlにイトいフ|■する派年効

水ガスをいいます。
4「 竹記事項Jに は 平成2年r7r( 1 9 9 ( )年度)をネ料としたfl出出の対1ヒやエネルギ

ー】〔草イ,(10"卜出主 行エネ製品川'こなどイu者のni効

以tガスリト出いり激への工似 グ リーン調達の採用、4予定フロンなどの条例指定外の温i効 'tガスの削減などを記人してください。


